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■ 「6中全会」では、党内規律に関する２つの文書

が見直され、綱紀粛正が強化されました。1つは

1980年に定められた「党内政治生活に関する若

干の準則」です。毛沢東への権力集中で大混乱に

陥った文化大革命への反省から集団指導体制の

重視を定めた準則が36年ぶりに見直されました。 

■もう1つは2003年に制定した党幹部の規律を定め

た「党内監督条例」の13年ぶりの改訂です。 

■これらのルール見直しにより、習氏が主導する反腐

敗運動が一段と加速しそうです。 

 

習近平総書記を権威づけた「6中全会」（中国） 

2016年11月1日 

「6中全会」とは、中国共産党の重要会議の1つで、「党中央委員会第6回全体会議」の略称です。約

200人の委員を抱える党機関の中央委員会は、全体会議を年1～2回開きます。5年ごとの党大会のサイク

ルのなかで、全体会議で党の重要政策や人事を決めます。そして、全体会議で決めたことを国会にあたる全国

人民代表大会（全人代）で追認します。 「6中全会」は10月24日～27日に北京で開催されました。 

（No.1,937） 
〈マーケットレポートNo.5,079〉 

■中国共産党の第18期「6中全会」が27日閉幕しました。採択されたコミュニケで、習近平総書記は別格の

指導者である「核心」と位置づけられました。党の重要会議の文書で習氏を「核心」と表現したのは初めてで

す。「核心」と呼ぶ表現は、過去、毛沢東、鄧小平、江沢民の3氏だけに使われたものです。最高指導者とし

ての位置づけを強めたもので、習氏への権力集中を進める動きと見られます。 

2016年10月25日 「70都市住宅価格指数」は上昇（中国） 
2016年10月19日 最近の指標から見る中国経済（2016年10月） 

習近平総書記が別格の指導者「核心」に 
習氏への権力集中を進める動き 

構造改革進展に期待 

党内規律に関する文書見直し 
反腐敗運動が加速する見込み 

■「6中全会」を受け、党内で別格の存在であることが

示された習氏への権力の一極集中がより鮮明に

なったと考えられます。更に、習氏は2017年秋の第

19期党大会（1中全会）に向けた人事で権力基

盤強化を図ると見られます。  

「6中全会」のコミュニケの概要 

・習近平同志は党中央の「核心」 
 
・党内規律に関する準則と監督条例を見直し 
 
・すべての党員、特に高級幹部は党中央に見習う 
 
・党内規律に例外なし、党内監督に聖域なし 
 
・集団指導体制は堅持 
 
・遼寧省前書記ら4人の党籍剥奪を正式決定 
 
・次期党大会は2017年下半期に北京で開催        

（出所）各種報道を基に三井住友アセットマネジメント作成  

■次期党大会では、党幹部の定年が延長され、金

融業界に精通しているとされる王岐山氏が首相に

就任するとの見方があります。その場合、競争力の

強化に向けた「供給側改革」や「国有企業改革」が

加速することが期待されます。 

http://www.smam-jp.com/market/report/keyword/china/key161025ch.html
http://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/china/news161019ch.html

